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第1章 令和 4年度「なでしこ銘柄」の事業趣旨 

1.1 今年度「なでしこ銘柄」の設置背景と目的 

女性の活躍は、少子高齢化が進む日本において、就労人口の維持のみならず、企業の競

争力強化の観点からの不可欠であり、男女共同参画社会の実現に向け、さらなる推進が求

められている。 

「なでしこ銘柄」は、平成 24年度から経済産業省と株式会社東京証券取引所が共同で選

定しており、女性活躍推進に優れた上場企業を「中長期の企業価値向上」を重視する投資

家にとって魅力ある銘柄として紹介することを通じ、そうした企業に対する投資家の関心

を一層高め、各社の取組みの加速化を狙いとしてこれまで 10 年間実施してきた。 

 

予測困難な時代において、ダイバーシティを取り込んだ経営は企業成長の鍵である。こ

うした考え方を踏まえ、経済産業省では、平成 29 年 3 月（平成 30 年 6 月改訂）に「ダイ

バーシティ 2.0 行動ガイドライン」を公表した。女性をはじめとする多様な属性の違いを

活かし、個々の人材の能力を最大限引き出すことにより、付加価値を生み出し続ける企業

を目指して、全社的かつ継続的に進めていく経営上の取組みを“ダイバーシティ 2.0”と

定義し、その実践のための具体的なアクションをとりまとめたものである。「なでしこ銘

柄」事業もこのアクションの考えを元に調査を実施した。 

他方、近年、人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期

的な企業価値向上につなげる「人的資本経営」への注目が高まっている。また、企業によ

る人的資本を含む非財務情報の開示のあり方についても国内外での議論が進んでおり、経

営戦略と連動した人材戦略を立案し、情報開示していくことが一層求められている。 

このような動きを踏まえ、令和 4 年度「なでしこ銘柄」は、経営戦略と連動した女性活

躍推進を行う企業を選定するとともに、女性活躍推進に関する情報開示を促進することを

目指して、リニューアルをして実施した。 

新たな「なでしこ銘柄」では、各社が、女性活躍を経営戦略の中にどのように位置づけ、

戦略的に取組みを行い、企業価値向上の成果に結びつけているかを重要視した。今回の応

募が、自社における取組みを振り返り、今後加速していくための機会となること、また、

今回応募しなかった企業については、選定企業の戦略・取組みを参考に自社の女性活躍推

進に繋げるための機会となることを目的とした。 
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1.2 今年度事業の特徴 

 令和 4 年度「なでしこ銘柄」は、近年の企業による人的資本を含む非財務情報の開示の

あり方に関する議論を踏まえ、経営戦略と連動した女性活躍推進を行う企業を選定すると

ともに、女性活躍推進に関する情報開示を促進することを目指して、リニューアルを行い、

１業種１社を基本として「なでしこ銘柄」を選定することとした。 

11 年目となる令和 4 年度の「なでしこ銘柄」は下記の点をリニューアルし、実施した。 

 

 

（１）経営戦略と連動した女性活躍推進を行う企業を選定 

従来のように女性活躍推進に関する取組みを形式的に確認させていただく方法ではな

く、自社の経営戦略の中で、女性活躍推進をどう位置付け、その取組みの成果をどのよ

うに企業価値向上につなげて るか、企業独自のストーリーに着目して「なでしこ銘

柄」を選定した。令和４年度調査では、以下の二種類の調査票に回答していただき、各

社から提出いただいた定量的なデータと定性的な情報の双方を基に評価を行った。 

①定量調査票：女性活躍推進に関する数値などの定量情報に係る調査 

②定性調査票：女性活躍推進に関する取組みと経営戦略とのつながりやその成果、情

報開示の状況や考え方といった定性的な情報に係る調査 

 

（２）女性活躍推進に関する情報開示を促進 

資本市場、労働市場等に向けて、女性活躍推進に取り組む企業の情報を効果的に発信

することを目的に、「なでしこ銘柄」にご応募いただいた各社のデータを積極的に公表

した。 

具体的には、各社から提出いただいた定量調査票（Excel）のデータを、銘柄選定の

有無にかかわらず集約し、「女性活躍推進に積極的な企業」として一覧化して公表した

（公表同意企業に限る。また、一部項目を除く）。加えて、「なでしこ銘柄」に選定され

た企業の定性情報（回答いただいた定性調査票（Word））については、審査委員の評価

も合わせて事例集としてそのまま公表した。 
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1.3 今年度事業の実施内容 

本事業では、以下の内容を実施した。 

 

 

（１）効果的かつ時流に沿った選定スキームの検討・構築 

「なでしこ銘柄」においては、より資本市場（海外投資家も含む。以下同様）、労働

市場が注目する内容で、企業が記載可能な新たな調査票を設計し、スコアリング、審査

等を経て、経営戦略と連動した女性活躍推進を行う企業を選定するスキームを検討・構

築した。 

 

（２）（１）で構築したスキームに基づく、女性活躍推進に優れた企業の選定 

東証全上場企業の中から、業種ごとに女性活躍推進の取組みとその開示状況が優れた

企業を「なでしこ銘柄」として、選定・発表した。また、結果について銘柄企業の公表

と共に、「令和４年度『なでしこ銘柄』レポート」、「銘柄企業及び回答企業の定量デー

タ一覧」、「選定企業事例集」も併せて取りまとめた。 

 

 

次章以降に、それぞれの実施内容について記載する。 
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第2章 効果的かつ時流に沿った選定スキームの検討・構築 

より資本市場、労働市場が注目する内容で、企業が記載可能な新たな調査票を設計し、

スコアリング、審査等を経て、女性活躍推進を経営戦略に位置づけ成果を上げた企業を選

定する新たなスキームを検討・決定するため、以下の事項を行った。なお、事業実施に際

しては、経済産業省の担当者と相談の上、進めることとした。 

 

2.1 回答インセンティブの設計 

本事業に対する企業の積極的なコミットを促進するための方策として、回答のインセン

ティブについて検討を行った。 

まず、今年度「なでしこ銘柄」に選定された企業の定性調査票を、女性活躍推進に関す

る取組みと経営戦略とのつながりやその成果、情報開示の状況や考え方に関する事例集と

して公表することとした。選定企業の戦略・取組みを参考にその他の企業の女性活躍推進

に繋げることを目的とした。 

 

図表 1 「令和４年度「なでしこ銘柄」選定企業事例集」イメージ 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」選定企業事例集より 

 

次に、定量調査票提出企業に対しては、全回答企業における自社の女性活躍の進捗が分
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2.3 調査票及び回答方法の設計 

令和 4 年度調査では、以下の 2 種類の調査に回答していただき、各社から提出いただい

た定量的なデータと定性的な情報の双方を基に評価を行うこととした。定量調査票につい

ては、回答企業の基本情報等の記入欄を設け、集計データの分析ができるように設計した。 

 

①女性活躍推進に関する数値などの定量情報に係る調査 

図表 4 定量調査票 

 

 

 

令和4年度女性活躍度調査票 （①定量調査票）

1 貴社の基本情報をご記入 ださい。

直近の情報を記載して ださい。

1 1 企業名（正式名称）★

1 2 業種 ★

1 3 証券コード ★

1 4 女性活躍推進等に関 る開示媒体（URL） ★

1 5 貴社の直近の会計年度末の年月をご記入 ださい。 ★ 年 月

（備考欄）

1 6

1 7 1 6で「2」「3」を選択された場合、ご回答の範囲に含まれる企業名を全て、具体的に正式名称でご記入 ださい。 ★

1 8 「②定性調査票」の提出有無について、選択して ださい。 ●★

1 9

2 貴社の女性活躍推進における情報開示の状況をご記入 ださい。 ●

2 1

2 2 厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」で女性管理職比率を開示していま か。

3 貴社における取締役の女性活躍状況をご記入 ださい。（回答範囲：上場会社単体）

直近の実績を記載して ださい。

3 1 取締役数 名 ち女性取締役数 ● 名

【10/27改訂版における修正】

3の質問文「4 3  (1 の ち、社内取締役数」について、記載に誤りがありました。

正し は以 となりま 。

「4 3 4 2の ち、社内取締役数」

【10/17改訂版における修正】

1のご回答範囲企業について確認させていただ 設問について、

「１」回答範囲の企業は全て監査役会設置会社 の方にご回答いただ 設問の指示と、

「２」回答範囲の企業は全て委員会設置会社 の方にご回答いただ 設問の指示が入れ違いになっておりました。

正し は以 となりま 。

「１」とお答えの方は、 記4 2 4 3 4 4 4 6についてご回答 ださい。また4 5には「0」を入力して ださい。

「２」とお答えの方は、 記4 2 4 3 4 5 4 6についてご回答 ださい。

2022/10/27改訂版

【回答の定義】公表時は下記の回答の定義がわかるよ に公表を行いま ので、回答の際もこちらの定義に合わせて ださい。

制度 役職が存在しない場合 「なし」と入力

制度 役職は存在 るが該当がない場合 「0」と入力

制度 役職は存在 るが回答を控えたい場合 （空欄）

ただし「指名委員会等設置会社」以外の企業は、「執行役数」の設問（4 5）に「0」と入力して ださい。

※「なで こ銘柄」に選定されるためには、「②定性調査票」にもご回答いただ 必要があ ま 。

選択して ださい

※スクリー ングに使用しま ため、「国内グループ主要企業の合算で回答」または「国内の全連結グループ企業で回答」の企業につきま てもご回答 ださい。

女性活躍推進法の施行により、101人以上の企業では、自社の女性の活躍に関 る状況把握 課題分析と れらを踏まえた行動計画の策

定 周知 公表 届出が義務付けられていま が、策定していま か。

※「行動計画の策定 周知 公表 届出」に関 る確認範囲について

本調査に「持株会社制を採用しておらず、自社単体で回答」の場合：  その会社単体での対応状況を回答 ださい。

本調査に「国内グループ主要企業の合算で回答」または「国内の全連結グルー 企業で回答」の場合 回答に含まれる主要な企業の対応状況を回答 ださ

い。

※公表に同意いただけない場合、回答企業として企業名が公表されません。また、銘柄選定の審査対象外とな ま 。

銘柄に選定された企業及び本項目に同意いただいた企業については、社名および本調査票の一部内容を公表させていただ 予定で 。

公表に同意いただけま か。●

選択して ださい

選択して ださい

※直近の実績とは、本調査の調査票ご提出時点を指しま 。

組織形態と、本調査におけるご回答範囲についてお答え ださい。

なお、このご回答範囲が、銘柄選定後の貴社におけるなでしこ銘柄ロゴ ークの利用が可能な対象企業範囲となりま 。

選択して ださい

1  持株会社制を採用していない、あるいは事業持株会社で自社単体で回答

2  国内グループ主要企業の合算で回答（事業持株会社以外の持株会社制を採用している場合は、持株会社も含めてご回答 ださい）

3  国内の全連結グループ企業で回答

選択して ださい

※直近の情報とは、本調査の調査票ご提出時点を指しま 。

※最も詳し 記載されている媒体のURLを2 3程度ご記載 ださい。

【凡例】

スクリー ング項目 ●

スコアリン 項目 〇

結果公表項目 ★

4 貴社における、役員等の女性活躍状況をご記入 ださい。（回答範囲：回答対象企業合計）

4 1 ご回答範囲企業は監査役会設置会社か委員会設置会社（監査等委員会設置会社／指名委員会等設置会社）のどちらに該当しま か。

→「1」とお答えの方は、 記4 2  4 3   4 6についてご回答 ださい。

 また、4 5には「0」を入力して ださい。

→「2」とお答えの方は、 記4 2  4 3  4 5  4 6についてご回答 ださい。

→「3」とお答えの方は、 記4 2  4 3  4 4  4 5  4 6についてご回答 ださい。

■直近の実績を記載して ださい。回答に際しては、「ご回答に際しての前提」「用語定義」をご参照 ださい。

4 2 取締役数 名 ち女性取締役数 名

4 3 4 2の ち、社内取締役数 名 ち女性社内取締役数 名

4 4 監査役数 名 ち女性監査役数 名

4 5 執行役数 ※指名委員会等設置会社の場合以外は「0」を入力 名 ち女性執行役数 名

4 6 執行役員数 名 ち女性執行役員数 名

1) 女性役員比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算 ※指名委員会等設置会社の場合は「執行役」も含みま

2) 女性取締役比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

3) 女性社内取締役比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

(4) 女性執行役員比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

5 貴社における、女性の活躍状況をご記入 ださい。

直近会計年度のデータを記載して ださい。

5 1 管理職数 名 ち女性管理職数 名

5 2 課長相当職数 名 ち女性課長相当職数 名

5 3 係長相当職数 名 ち女性係長相当職数 名

5 4 正社員採用数 名 ち女性正社員採用数 名

5 5 正社員数 名 ち女性正社員数 名

5 6 執行役員に昇進した人数 名 名

5 7 課長相当職に昇進 た人数 名 ち課長相当職に昇進した女性人数 名

5 8 男性の平均勤続年数 女性の平均勤続年数 年

1) 女性管理職比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

2) 女性係長相当職比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

3) 女性正社員採用比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

(4) 女性正社員比率 〇★ #DIV/0! ※自動計算

(5) 直近年度に昇進した階層ごとの男女の差異

■ 管理職

(5-1) 女性係長相当職の ち、課長相当職に昇進した女性の比率 #DIV/0! ※自動計算 課長相当職に昇進した女性人数／女性係長相当職数

(5-2) 男性係長相当職の ち、課長相当職に昇進した男性の比率 #DIV/0! ※自動計算 課長相当職に昇進した男性人数／男性係長相当職数

(5-3) 係長相当職の ち、課長相当職に昇進した比率の男女差異 〇 #DIV/0! ※自動計算 男性を100%と た場合の女性の数値

■ 執行役員

(5-4) 女性管理職の ち、執行役員に昇進した女性の比率 #DIV/0! ※自動計算 執行役員に昇進した女性人数／女性管理職数

(5-5) 男性管理職の ち、執行役員に昇進した男性の比率 #DIV/0! ※自動計算 執行役員に昇進した男性人数／男性管理職数

(5-6) 管理職の ち、執行役員に昇進した比率の男女差異 〇 #DIV/0! ※自動計算 男性を100%と た場合の女性の数値

6) 正社員の平均勤続年数の男女差異 〇★ #DIV/0! ※自動計算 男性を100%と た場合の女性の数値

5 9 女性正社員の育児休業等からの復帰率 〇

6 貴社の両 支援の実施状況をご記入 ださい。 ★

直近会計年度のデータを記載して ださい。

6 1 男性正社員の育児休業取得率 ％

6 2 男性正社員の育児休業の平均取得日数 日

6 3 正社員の一か月あたりの平均法定外労働時間 時間

6 4 正社員の年次有給休暇取得率 ％

6 5 えるぼし るみんの取得状況

6 5 1 えるぼ の取得状況

6 5 2 るみんの取得状況

7 貴社における、女性の活躍状況の経年変化についてご記入 ださい。

過去の会計年度のデータを記載して ださい。

7 1 女性管理職比率

7 1 1  女性管理職比率（10期前。直近が2021年度の場合は2011年度） ％ ※10期間の ちに組織再編等の事情がある場合は、備考欄にご記載 ださい

7 1 2  女性管理職比率（5期前。直近が2021年度の場合は2016年度） ％ ※5期間の ちに組織再編等の事情がある場合は、備考欄にご記載 ださい

(1) 女性管理職比率（直近年度） #DIV/0! ％ ※5(1)の数字の転記

(2) 5期間の女性管理職比率の変化率 #DIV/0! ※自動計算

(3) 10期間の女性管理職比率の変化率 #DIV/0! ※自動計算

（備考欄）

1 回答範囲の企業は べて監査役会設置会社

2 回答範囲の企業は べて委員会設置会社

3 回答範囲の企業に監査役会設置会社と委員会設置会社が混在 る

※上場会社単体を回答範囲としている企業は、上場会社単体で回答 て ださい。

選択して ださい

ち執行役員に昇進した女性人数

※直近の実績とは、本調査の調査票ご提出時点を指しま 。

※取締役または監査役を同一人物が兼務 ている場合でも、役職ごとに一人分とカ ン して ださい。

※「3」でお答えの上場会社単体ベースと同数であって 、省略せずに数値をご記入 ださい。

※回答範囲企業の合算数をご回答 ださい。

選択して ださい

選択して ださい

8 貴社において 2021年4月1日から回答時点までの法人としての法令遵守状況について ●

以下の各項目を確認のうえ、該当するものに必ず「1」を入力してください。

※下記にある法人としての法令遵守違反がない場合は、全項目に「1」が入 ま 。

※法令遵守状況その他社会通念に照らしてふさわし ないと判断される場合には、選定されません。

※選定後から2024年3月末日までに、法令遵守状況に関 る情報が虚偽であったことが判明した場合や、

法令遵守状況その他社会通念に照らしてふさわしくないと判断される事実が生じた場合には、選定を取 消 ことがあ ま 。

※

9 反社会的勢力とのつながりがないことを誓約いただけますか。 ●

※必ず回答して ださい。

※該当 る場合は必ず「1」を入力して ださい。

誓約します

（1）労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パー ・有期労働法、次世代育成支援対策推進法又は女性活躍推

進法に違反して、勧告を受けていない。

（2）労働基準法、労働安全衛生法又は最低賃金法に違反して、送検されていない。

（3）違法な長時間労働、過労死又は裁量労働制の不適正な運用が複数の事業場で認められたこと等により、経営 ップが都道府県労働

局等から是正指導を受け、企業名が公表されていない。

（ ）長時間労働等に関する重大な労働関係法令（※）に関し、労働基準監督署から是正勧告書を交付されていない、又は労働基準監督

署から是正勧告書を交付され、是正期日までに是正報告を行っている。

（5）障害者雇用促進法第 6条第5項又は第6項に基づく勧告に係る第 7条に基づく公表がされていない。

（11）前各項目に掲げるものの他、日本国の法令に基づき行政処分、行政指導（企業名が公表されたものに限る。）若しくは行政罰を受

けていない、又は送検されていない。

（7）労働者派遣法第 9条の2第1項に基づく勧告に係る同条第2項に基づく公表がされていない。

（9）a 外国人技能実習法第15条第1項に基づく改善命令若しくは第16条第1項に基づく認定取消に係る第15条第2項若しくは第16条第2項

に基づく公示がされていない。

特定条項とは、下記の条項を指します。

・ 労働基準法第 条、第5条、第15条第1項および第3項、第2 条、第32条、第3 条、第35条 第1項、第36条第6項（第2号および第3号に

係る部分に限る。）、第37条第1項および第 項、第39条第1項、第2項、第5項、第7項および第9項、第56条第1項、 第61条第1項、第 62

条第1項および第2項、第63条、第6 条の2（第1号に係る部分に限る。）、第6 条の3第1項、第65条、第66条、第67条第2項の規定並びに

第1 1条第3号（労働者派遣事業の適正な運営確保 および派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）第 条（第 項を除

く。）の規定により適用する場合を含む。）

・ 最低賃金法（昭和3 年法律第137号）第 条第1項の規定

（8）職業安定法（昭和22年法律第1 1号）第5条の3第1項（労働者の募集を行う者に係る部分に限る。）の規定に違反する行為をし、同

法第 8条の3第2項に基づく命令又は同条第2項に基づく勧告に係る同条第3項に基づく公表がされていない。

（9）b 外国人技能実習機構から改善勧告書を交付されていない、又は外国人技能実習機構から改善勧告書を交付され、改善期日までに

改善報告を行っている。

（6）高年齢者雇用安定法第10条第2項に基づく勧告に係る同条第3項に基づく公表がされていない。

（10）a 従業員の過労死若しくは自殺に関し、労働基準監督署から従業員等に対し労災保険給付決定がされていない。

（10）b 従業員の過労死若しくは自殺に関し、損害賠償請求において支払いを命ずる旨の判決が確定していない。

10 ご連絡先について

個人情報の取り扱いについて

次の設問10.1で貴社のご連絡先をご記入いただきます。このご連絡先は、以下の目的で利用いたします。

   ・本調査のご回答内容について確認する際の連絡先として

   ・本調査のセルフチェックシー の連絡先として

   ・「令和 年度なでしこ銘柄」に選定された企業へご連絡する際の連絡先として

   ・「令和 年度なでしこ銘柄」に選定された企業や、その他の優れた取組を実施 している企業の事例を紹介する際に、

当該企業に紹介内容をご確認いただくための連絡先として

・次年度の調査開始時のご案内先として

注：ご記入いただいたご連絡先は、経済産業省から「令和４年度産業経済研究委託事業

 （「新・なでしこ銘柄（仮称）」選定に係るスキーム検討調査事業）」を受託したEY新日本有限責任監査法人が取得・管理し、

上記目的に利用したのち受託先のEY新日本有限責任監査法人は事業の終了後速やかに廃棄します。

        なお、経済産業省においては、全回答企業のデータを上記目的のために管理・利用いたします。

本調査に回答いただいたことをもって、上記について同意いただいたものといたします。

10 1 ご連絡先をご記入ください

10.1.1 ご所属部署

10.1.2 ご役職

10.1.3 ご担当者名

10.1. ご住所

10.1.5 お電話番号（半角・ハイフンなし）

10.1.6 メールア レス（半角）

10.1.7 国税庁の法人番号 13桁）

※国税庁法人番号公表 イ ：https //www hou in-bangou nta go jp/

【アンケート項目】

下記質問は 「なでしこ銘柄」選定の審査対象外のアンケートとなります。

【テーマ】

1

2

女性活躍推進に関する特徴的な取組を実施する企業を「注目企業」として選出し、経済産業省HPにて紹介する予定です。本アンケー 項目に記載された事

例の中から選出しますので、掲載を希望される場合、下記のテーマについて貴社の取組事例をご記入ください。

採用時、配属時や人材育成時等における、技術系分野の女性の活躍推進に関する課題とそれに対する取組をご記入ください。 例えば、

研修実施・環境整備・広報活動等）

女性社員特有の健康課題を解決し、より女性が活躍しやすい環境作りを行うための取組について、フェムテックの活用等の具体例をご記

入ください。
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② 女性活躍推進に関する取組みと経営戦略とのつながりやその成果といった定性的な情

報に係る調査 

図表 5 定性調査票 
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2.4 定量指標の整理 

定量調査票は女性活躍推進の度合いを確認する指標として、資本市場、労働市場のニー

ズを反映した項目を設定した。スクリーニング、スコアリング、結果公表の 3 つの軸で整

理し、なるべく企業の負担の少なくなるように検討した。具体的には、下表の項目である。 

なお、「男女間賃金格差」については、女性活躍推進法及び有価証券報告書における開

示義務化の動きに伴い、次年度以降項目に追加予定である。 

 

図表 6 定量調査票項目一覧 
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（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」募集要領より一部加工 
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2.6 スコアリングの設計 

令和 4 年度「なでしこ銘柄」の趣旨及び目的、資本市場・労働市場からの視点等を鑑み、

効果的かつ効率的なスコアリング設計を提案し、委員の意見も踏まえて、経済産業省担当

者と相談の上下記項目に決定した。 

 

図表 8 スコアリング項目 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」募集要領より 
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2.7 審査方法の設計 

令和 4 年度「なでしこ銘柄」の審査プロセスは、検討の上、下図の通りに決定した。 

 

図表 9 審査プロセス 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」募集要領より 

 

定性審査については、今年度初めて実施することとした。定性調査票は自社の女性活躍

推進の取組みやその成果を簡潔に説明いただく調査票であり、下表の質問から構成されて

いる。 

 

図表 10 定性調査票項目一覧 
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（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」募集要領より 

 

定性調査票の内容に対して、審査委員より定性審査を実施した。その際、審査結果の公

平性の観点から、今年度の「なでしこ銘柄」の選定趣旨を基に、下記 4 つの審査視点を設

定し、審査をいただいた。 

 

図表 11 定性審査視点 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」募集要領より 
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2.9 事業概要及び応募要領の作成 

第 1 回委員会にて決定した内容に基づき、事業概要及び応募要領を作成した。 

 

図表 13 令和 4 年度「なでしこ銘柄」募集要領表紙 

 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」募集要領より 

 

今年度は事業の方針、並びに募集スキームにも大きな変更が生じたため、募集要領に合

わせて、回答企業向けの募集 Q＆A を作成し、募集期間中に公開した。 

 

図表 14 令和 4 年度「なでしこ銘柄」募集 Q＆A（一部抜粋） 

 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」募集要領より  
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3.2 女性活躍度調査の実施 

「なでしこ銘柄」は、東京証券取引所の上場会社全体に対して実施した「女性活躍度調

査」の回答結果をもとに、独自に設ける女性活躍に関する基準にしたがって選定している。 

令和 4 年度「なでしこ銘柄」を選定するにあたり、「女性活躍度調査」の調査票（①定量

調査票、②定性調査票）の作成、調査実施、分析を行った。 

 

 調査票の作成 

 「2.3 調査票及び回答方法の設計」における記載の通り、令和４年度調査では、①女性

活躍推進に関する数値などの定量情報に係る調査、②女性活躍推進に関する取組みと経営

戦略とのつながりやその成果といった定性的な情報に係る調査、の 2 種類の調査票を作成

した。 

 

図表 17 令和４年度「なでしこ銘柄」女性活躍度調査 調査票（表紙） 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」女性活躍度調査 調査票より 
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3.3 データ整理・選定候補の抽出・選定 

 女性活躍度調査の結果を基にデータの整理・集計を行い、「なでしこ銘柄」候補の抽出

を行った。 

 

 スクリーニングの実施 

前項にて実施した調査の回答内容を基に、委員会において策定した選定基準に沿ってス

クリーニングを行い、スクリーニング要件に満たさない企業をスコアリング審査対象から

除外した。スクリーニング要件は「2.5 スクリーニング要件の設定」に記載されて る項

目について実施した。 

 

 スコアリングの実施 

前項にて実施した調査の回答内容を基に、委員会において策定した選定基準に沿ってス

コアリングを行い、業種ごとにランキング化した。 

スコアリング要件は「2.6 スコアリングの設計」に記載されている項目について、スコ

アを算出した。 

 

 定性審査の実施 

前項にて実施した調査の回答内容を基に、委員会において策定した選定基準に沿って、

委員にて定性審査を実施いただき、第 2 回委員会で、総合的な判断により業種ごとに１社

を選定した。 

定性審査要件は「2.7 審査方法の設計」に記載されている項目について実施した。 
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 銘柄の確定 

 前項のスコアリング及び定性審査の結果を踏まえ、業種ごとに 1 社を令和 4 年度「なで

しこ銘柄」として、計 17 社を選定した。 

 

図表 19 令和 4 年度「なでしこ銘柄」一覧 

 

注 1 株式会社 LIXILは H30 年度まで LIXIL グループとして選定 

注 2 株式会社アイシンは R2 年度までアイシン精機株式会社として選定 

注 3 「準なでしこ」は、過去の女性活躍度調査において、全体順位上位 15％以上のスコアを基準として、「なでしこ

銘柄」として選定されなかった企業から業種を問わず選定したものです。令和 4 年度は「準なでしこ」の選定はありま

せん。 

（出所）令和４年度「なでしこレポート」より 
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3.4 企業へのフィードバック 

 選定企業へのフィードバック 

選定企業ごとに、審査にあたり評価したポイントや今後への期待等について、委員から

コメントをいただき、下記の通り一覧化したものを公表した。 

 

図表 20 選定企業別に委員からの評価ポイント（一部抜粋） 

 

（出所）令和４年度「なでしこレポート」より 

 

 回答企業へのフィードバック 

対して、全回答企業における自社の女性活躍状況の立ち位置が分かる「令和 4 年度女性

活躍度調査 セルフチェックシート」を、選定有無にかかわらず、「①定量調査票」提出

企業に送付した。 

 

図表 21 「令和 4 年度女性活躍度調査 セルフチェックシート」イメージ（再掲） 

 

（出所）令和４年度女性活躍度調査 セルフチェックシートより  



29 

 

3.5 公表資料作成 

 令和 4年度「なでしこ銘柄」レポートの作成 

令和 4 年度「なでしこ銘柄」の選定スキームや選定企業を紹介するとともに、女性活躍

度調査の調査結果等についてまとめたレポートを作成し、公表した。さらに、女性活躍推

進が具体的な経営効果にどう結びついているか、「なでしこ銘柄」の業績パフォーマンス

に関する分析を行い、 ポートに反映させた。また、選定スキームが変更された年度でも

あり、委員から改めて事業に寄せたメッセージをいただき、冒頭に掲載した。 

 

図表 22 令和４年度「なでしこ銘柄」レポート表紙 

 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」 ポートより 

 

図表 23 令和 4 年度「なでしこ銘柄」委員会委員よりメッセージ（一部抜粋） 

 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」 ポートより 
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図表 24 令和 4 年度「なでしこ銘柄」の業績パフォーマンス（一部抜粋） 

 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」 ポートより 

 

 

また、日本語版のレポートを基に、一部内容を抽出し、英語版を作成した。 

 

図表 25 令和 4 年度「なでしこ銘柄」レポート（英語版）表紙 

  

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」レポート（英語版）より 
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 令和 4年度「なでしこ銘柄」定量データ一覧 

企業による人的資本を含む非財務情報の開示のあり方についても国内外での議論が

進んでいる現在、経営戦略と連動した人材戦略を立案し、情報開示していくことが一

層求められていることを踏まえ、資本市場、労働市場等に向けて、女性活躍推進に取

り組む企業の情報を効果的に発信することを目的に、「なでしこ銘柄」に応募した企

業の定量調査票データの一部項目を一覧化して、開示した。なお、算出定義に違いに

より、開示した情報と各社の公表データが必ずしも一致しない場合がある。 

 

図表 26 公表指標 

 

（※）比率については調査票上で自動計算されます。そのため、各社の公表データと必ずしも一致しない場合が

あります。 

（※）女性役員比率は、女性取締役・女性監査役・女性執行役（指名委員会等設置会社の場合のみ該当）の比率

を自動計算した値です。 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」募集要領より 
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図表 27 令和 4 年度「なでしこ銘柄」回答企業データ一覧に関する説明（一部抜粋） 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」回答企業一覧より 

 

図表 28 令和 4 年度「なでしこ銘柄」回答企業データ一覧（一部抜粋） 

 

（出所）令和４年度「なでしこ銘柄」回答企業一覧より 

 

 令和 4年度「なでしこ銘柄」選定企業事例集の作成 

今年度「なでしこ銘柄」に選定された企業の定性調査票を、女性活躍推進に関する

取組みと経営戦略とのつながりやその成果に関する事例集として整理し、公表した。

選定企業の戦略・取組みを参考にその他企業の女性活躍推進に繋げることを目的とし

た。 
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図表 29 令和 4 年度「なでしこ銘柄」選定企業事例集表紙 

 

 

（出所）令和４年度女「なでしこ銘柄」選定企業事例集より 
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3.6 なでしこ銘柄のロゴマーク交付 

選定企業各社より令和 4 年度「なでしこ銘柄」ロゴマークの利用規約の同意書を回収し、

各企業へのロゴマークデータの送付を行った。 

 

図表 30 令和 4 年度「なでしこ銘柄」ロゴマーク 
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第4章 令和 4年度「なでしこ銘柄」事業のまとめ 

4.1 令和 4年度「なでしこ銘柄」回答企業の傾向 

今年度の回答企業の傾向を把握するため、定量調査のスコアリング項目について、今年

度の選定企業の平均値及び全回答企業の平均値を比較した。 

選定企業と全回答企業の数値を比較すると、役職別女性比率では執行役員以上の女性比

率においては特に差が付いており、選定企業ではより上位役職の女性の活躍がうかがわれ

た。一方、管理職以下の役職の女性比率や正社員採用比率に大きな差はなく、多くの企業

がキャリアの初期段階の女性登用に力を入れている状況が見られた。 

選定企業・回答企業ともに、内閣府が令和 5 年 1 月に公表したプライム市場の企業にお

ける意思決定層の女性比率に比べて高い値となっていることから、今年度の回答企業が意

思決定層における女性の登用を進めるなどの女性活躍を推進している様子がうかがえる。 

 

図表 31 スコアリング項目における選定企業及び全回答企業の平均値（※※） 

 

※ 男性を 100%とした場合女性の数字 

※※ 「全回答企業」の数字について、定量調査票の自動計算によってエラーになった数字は統計対象外 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」 ポートより 
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図表 32 意思決定層の女性割合項目における、選定企業・全回答企業及び、内閣府調査

におけるプライム企業の比較 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」 ポートより 
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4.2 令和 4年度「なでしこ銘柄」選定企業の業績パフォーマンス 

令和 4年度「なでしこ銘柄」選定企業 17社群の売上高営業利益率と配当利回りを東証一

部銘柄の平均値と比較を行った。 

 

図表 33 令和 4 年度「なでしこ銘柄」選定企業の売上高営業利益率と配当利回りを東証

一部銘柄の平均値と比較（※） 

 

（※）「なでしこ銘柄」平均は経済情報プラットフォーム「SPEEDA」より該当指標に関して 2021 年度

（2021 年 4 月から 2022 年 3 月にかけて）の通期データを抽出し、作成。 

東証一部銘柄の該当するデータは、東京証券取引所が公表している「2021 年度（2021 年４月期～2022 

年３月期）決算短信 集計【連結】《市場第一部》」及び「株式平均利回り」より 2021 年度通期での「単純

平均利回り」の平均値を算出し使用。 

（出所）令和 4 年度「なでしこ銘柄」 ポートより 

 

令和 3 年度通期の売上高営業利益率（営業マージン）は「なでしこ銘柄」が市場の平均

値を 2.6ポイント上回っている。また、令和 3年度通期の配当利回りについても、「なでし

こ銘柄」は東証一部平均と比較して 2.8ポイント上回る結果となった。 

こうした結果から、昨年度までと同様に、東証一部銘柄と比較しても女性活躍に取り組

む企業の業績パフォーマンスが高い傾向が示唆される。 
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